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1992-99年、?ルジ ェ リアはテ ロ旋 風 に見舞 われ、15万人以 上の人 々が犠牲 に なった といわれ てい る。
この時以 来、 アル ジェ リアのブ ラ ックア フ リカ化 とい う言葉 が しば しば語 られ てい る。 ブ ラ ックア フ リ
カ とい う人種 差別的 な ター ム は現在 で は使用 され な くな り、今 ではサハ ラ以 南 のアフ リカ諸 国(SSACs
-SubSaharanAfricanCountries)とい う用 語が 用い られ てい るが、呼称 が変更 され て も実 態には何 ら
変 わ りが な く、SSACsは政治的 ・経 済的混乱 の極み に置かれ てい る諸国 のこ とを示唆す る。何 故アル ジェ
リア は危 機 に陥 ったの か。 この間 アル ジ ェ リア が危機 に陥 った要 因を分析 した尾大 な数 の論文 、著書 が




た 貴重 な資料 と体験 を もとにfア ル ジェ リア危機 の10年 」を著 され た。渡辺伸大使の労 作は、1999年に
成 立 した ブーテ フ リカ(AbdelazizBouteflica)政権 を文 民政権 と して高 く評価 し、アル ジ ェ リアの将
来 に対 して明 るい展望 を描いて い る。1
日本か ら遠 く離 れ たアル ジ ェ リアで生起 して い る事件 が多 くの人び との注 意 を喚起す るの は、何 よ り
もアル ジ ェ リア独立戦争 の 荘厳 な拝情 詩の響 きで あろ う。1954年11月1日、午前零 時を期 して行 われた
民族解放 戦線(FLN-FrontdeLib6rationNationale)による武装蜂起以降1962年7月5日 に独立
を達成す るまでの壮絶 な闘 いは今 も多 くの人 々の心の 中に焼 きついてい るか らである。 また、1970年代
初頭 にプー メデ ィエ ン(H・uariBoumedienne)大統領 がアル ジ ェ リア社会 主義 を掲 げ、同開発モデルは、「ア
ル ジ ェ リア型 開発モ デ ル」 と して多 くの人 々か ら賞賛 された か らで もあろ う。 なぜ アル ジェ リアは危機
に陥 ったの か。 イス ラーム原理 主義 の台頭 を もって危 機の要 因 を解 明す る ことも可能 であろ う。 で はな
ぜイ子ラーム原理主義が台頭 したのか?危 機を解明する作業は困難に充ちている・
本 稿 では シャ ドリ・(ChadliBendjedid)政権 が倒壊 した1992年1月か らブーテ フ リカ体 制が成 立 した
1999年4月ま での期 間 にお け る経 済改革の進捗 状況 を分析対 象 と してみたい。別稿 で触 れた よ うにシャ
ドリ政権(1979年1月 ・一・1992年1月)は、ブー メデ ィエ ン政権(1965年6月一1979年12月)が企図 し
た壮 大な社 会主義建 設の実 験を継 承 した。 だが継 承 とは政治的 ス ローガ ンに しか過 ぎず、実際 にはブー
メデ ィエ ン政 権が選択 した 政策 に よって生れ た絶 望的 ともいえる帰結 を修復 し、アル ジェ リア社会 ・経
済 を蘇 生す るた めの政 策 に命 運 を賭 けかけ たが、 シャ ドリ政権 が二度 にわた って取組 んだ経済改革 は挫
折 した。2
シ ャ ドリ政権末期 の1987-88年には原油価格 が急落 し、1988年10月には独 立後 は じめて大規模 な暴
動が 発生 した。 シャ ドリ大 統領 は、暴動直後 の1989年2月23目 、 国民投票 に よ り新憲法を採択 し複数
政 党制 を認 めたが、90年6月 に行 われ た地 方 自治体選挙 、県議 会議員選挙で民族解放戦線は敗北 し、イ
ス ラー ム社会 の復興 を求 め るイ ス ラー ム救国 戦線(FIS-FrontIslamiqueduSalut)が圧勝 した。
さらに9i年12月 に行 われ た国民議 会(一 院制)選 挙 の第1回 投票で もイス ラ一一・iム救国戦線が圧勝 した。
この ため第 二回国民議 会選挙 予定H直 前の1992年1月、軍はシ ャ ドリ大統領 に辞任 を要求 し、国家 高等
委員 会(HCE-HautComit6d'Etat)を設 立 した。 国家 高等委員会議長 には、独 立直後 か らモ ロッコに
政治 亡命 していたFLN元 幹 部の ブー デ ィアフ(MohammedBoudiaf)が就任 したが、ブーデ ィアフ議 長は
同年6月29日 、アンナバ で大統領警備 隊 によ り暗殺 され た。ブーデ ィアフの後任には ア リ・カ フィー(∧li
K・fi)大佐 が任 命 され たが ・ア リtカ フィー議 長は・199砕1月30 .日・ゼル ーアル(Li・min・Z・・r・a1)
国防 相 ・将 軍 を大統領 に指名 して 国家高等委員 会 を解散 した。ゼ ルーアル 大統領 は95年11刀16日 に大
統領選挙を行い・大繭 として国民の圧倒的信任を擬 し・アルジェリアの醜}こ 取組んだ・だが伺大
統領 は、1998年10月、i突如 、任期 を1年 残 して大統領辞任 を宣 言 した。ゼルー アル大統領の辞任 を受 け





1992年以 降つ づいてい た内乱状 態 に終止 符 を打 ち、アル ジェ リア社 会の再建 と民主主義 の確 立に取組 ん
でい る。
・ブーテ フ リカ大統 領 がアル ジ ェ リア経済 の再建 を図 るため に打 ち出 してい るのが市場 経済 の導入 とW
TO加 盟の 前提条 件 としてのEUと の連合 協定(Aecordd'association)の調 印 である。 隣国モ ロッコ
は既 に1987年に ガ ッ ト(GATT)に 加 盟 し、1994年にはマ ラケ ッシュで開催 されたガ ッ ト・ウル グワ
イラ ウン ドのホ ス ト国 と しての役 割 りを演 じてWTOに 加 盟 した。 また1995年11月 にはEU主 催 のバ
ル セ ロナサ ミッ トに参加 し、翌1996年1月には 、2010年のEU加 盟 を 目指 してEUと の 協力協定 に調 印、
欧 州議会 も1996年6月 これ を承認 した。 伺協定 は1997年1月 に発効す る こ とにな っていたが、EU・
モ ロ ッコ双 方 におい て協力 協定実行 に当 っての具 体的プ ランの合 意 に至 らず 、3年 間遅れて2000年3月
に発効 し、EU加 盟 は2013年に先送 りされ た。 チュニ ジア も1994年4月 にWTOに 加 盟 し、翌 年7月
にはEUと の 協力協 定に調印 、2010年のEU加 盟 を 目指 して構 造調整政策 プ ログラム に取組 んでい る。3
アル ジェ リアは1995年11月 のバルセ 「・ナサ ミッ トには参加 した もの の、EUと の協力協定 調印に 向
けて の交渉 は難 航 してい た。 だが2002年4月22日 、スペイ ンのバ レンシアで開催 され た第5回EU・
地 中海 諸 国 会 議 に は ブ ー テ フ リカ 大 統 領 、 ベ ル カ セ・ム 外 相 が 出席 し、EUと 協 力 協 定(Accord
d'associationUE-Algerie)に調印 した。同 協定は、アル ジェ リア国民議 会お よびEUl5ヵ 国の議会 で
承認 された後 に発効 す る ことにな ってい る。4と はい えアル ジェ リアは、1994年には、既 に構 造調整政
策(SAP-StruCturalAdjustement・Programes)を受入 れ、内 乱の危機 の只 中 におい て市場経 済の導 入
に着 手 して いた。
シ ャ ドリ政権 下(1979-92年1月)の1989年に債務返済 が困難 な状況 に陥 ったため、IMFは アル ジェ
リアの リスケ回避 を 目指 して6億 ドル、1991年には4億2,900万ドル(3億SDR)の 緊急融 資を行 って い
る。 とい うの は、同国 のDSR(輸 出総額 に対す る債 務利 子 、元本返 済比率)は、1991年に は74%、94年 に
は若 干減少 した とはい え71.9%と異常な水域 に達 し、同 国経済 は麻痺状態 に陥 っていた か らで ある。199L
年 には返 済期 限 を迎 えた8億 ドルの債 務を返済す る ことが できな くな り、アル ジェ リア政府 は32億 ドル
の 民間商業 借款 の リスク'宣言 を、92年1月 に は15億 ドル の リス ケ宣言 を行 った。1994年5月には、53億
ドル 、95年7月に は70億 ドル の リスケを宣言 し、再び対外債務 返済不能 な状態 に陥 ってい た。以下、本稿
では 内乱 の危機Fで 展 開 され た市場経済 の導入 を構 造調整政策 に基軸 を合 わせ て検討 して みたい。
、1経 済 危 機.
(1)国家 経済 の破綻
経済危機 とは何か。マクロの レヴェルでは国家財政の破綻を意味する。また、多 くの失業者が急増 し、
3福 田 邦 夫 「北 ア フ リ カ 諸 国 経 済 の 基 本 構 造 一 リ ビ ア
,モ ロ ッ コ,チ ュ ニ ジ ア ー 」 財 団 法 人 中 東 協 力 セ ン タ ー-2001年





国民の経済生活が保証 されず1日 々の糧 さえ入手困難 な事態に陥るこどを意味する。 それでは何故、ア
ルジェリア経済の危機 と歩調を合わせてイスラーム原理主義が台頭 し、かっアルジェ リアはテ ロ旋風に
見舞われなければならなかつたのか。それは、独立以降 「貢 して権力を掌握 しつづけ、:しかも腐敗 しき
ったFLNに こそ最大の原因がある。換言すれ ばイスラ ミス トは多くの国民を動員 して政治の腐敗 とF
LNが選択 した政策の失敗 を糾弾する力を持ち合わせていた とい うことである。 しか しFISや イスラ
i・一.ム軍事集団(GAI-一ー－GroupeIslarniqued'Arm6e)に代表 され るイスラーム復興勢力はアルジェリア
の未 来に対す る明確な ヴィジ ョンを持ち合わせていなかったが故に、多くの国民の信頼 を獲得 しつづけ
ることができず、政府軍め猛烈な弾圧 を前に して孤立し、敗北 したともいえよう。'5だがイスラーム原理
主義集団を壊滅 した とはいえブーテフリカ体制のもとで安定的な経済を構築できるか否か疑問である。'
ブーーテフ リカ大統領 はかつてのブーメデ ィエ ン大統領の腹心の部下であり、ブーメデkエ ン時代の14年
間、外相の地位 にあった。同大統領は、地下天然資源の国有化を断行 し、.1980年をアルジェリアの離陸
年度 として設定 し、'尾大な炭化水素輸出収益を重化学工業化政策に投入 した。重化学工業化政策 を遂行
す るためには炭化水素輸出収益だけでは不十分であ り、地下天然資源を担保 にして国外か らの借款に依
存 しっづけてきた。別稿で触れたように野心的ともいえるアルジェリアの重化学工業化政策は挫折 した。6
ブーテフリカ外相(当 時)は 、ブーメデ ィエン大統領逝去直後の79年1月に開催 されたFLN臨 時党大
会でブーメディエンの後継者に選出され るもの と思われたが、軍はオラン軍管区総司令官シャ ドリ大佐
を大統領に指名 した。脱ブーメディエン化政策を採ったシャ ドリ体制下で、ブーテフ リカは、1980年1
月、政府要職から追放 され、 さらに1981年7月、FLN政 治局員を除名された。その直後、アラブ首長
国へ政治亡命 していたが、シャ ドリ政権が崩壊の兆 しを見せ始めた1987年に帰国、FLN幹 部の前で講
演をす る等、政治活動を開始 し、1989年11月にFLN中 央委員会メンバーに返 り咲いてポス ト・シャ ド
リを狙っていた。1992年1月、ブv-一一テフリカは、シヤ ドリ大統領を辞任に追い込んだ軍によって大統領
就任を依頼 されたが、ブーディアフを支持…してこれを拒否 した。また1994年1月、国家高等委員会によ
り再度、大統領就任 を依頼 され たが拒否 した。だがゼルーアル大統領が辞任するや否や大統領選への意
思を表明 し、1999年4月15日に行なわれた大統領選挙で国民の圧倒的多数の支持を得て大統領に就任 し
た。ブーテフリカ大統領が選択 した経済政策は、ブー メデ ィエ ン時代とは全 く逆の経済政策、すなわち
市場経済の導入 と、経済の民営化であり、何よ りも外国資本のアルジェリアへの直接投資である。グロ
ーバル経済へのアルジェ リア経済の統合、市場経済の導入を軸とす る経済政策は、ブーテフ リカ大統領
が選択 したニュー ・ポィシィー とい うよ りも、アルジェリアが最後の貸 し手であるIMFに 対外累積債
務返済繰 り延べ要求を した時点で受諾 した構造調整政策の着手 とともに開始 されていたのであ り、同大
統領は既定の政策を踏襲 しようとしているにしか過ぎない。グローバ リゼーシ ョンの波に乗 ることでア
ルジェリア経済の再生は可能なのか。ほとんどの経済政策担当者は市場経済 を魔法の杖のように見な し
ているが大いに再考すべき課題である。





(2)ゴザ リ'内閣(1992年2月22日 一1992年7月8日)'.・ ・ 崎 ・.
シャ ドリ時代の1985年以降ぐアルジェ リア政府は秘密裡にIMF・ 世銀 と交渉行い、危機救済=財 政
援助を要請 した。 これ に対 してIMFは 、経済援助を行 う条件 として同国の経済運営の全面的な見直 し
を要求 した。すなわち国営企業の民営化、貿易に対す る政府の管理 ・統制の撤廃、国内における支持価
格制度の廃 止と市場経済め導入、通貨の切下げ、行政管理機構 の合理化を骨子 とする構造調整政策の実
施である。別稿で触れたよ うにシャ ドリ政権が構造調整政策を秘密裡 に受入れた時、FLN内 部では権
力闘争が激化 し、 さらに1987年にはオイル ・グラッ ドに見舞われ、アルジェ リアの政治 ・経済は混乱の
極みに置かれていた。 こうしたなかでシャ ドリ大統領は、1986年1月、国民投票によって 「国民憲章」
を採択 し、社会主義 と決別 した。 さらに ・「貿易の国家独 占に関す る法」 を廃止 して、貿易お よび金融の
自由化措置に着手 し、1990年4月14日の国民議会で 「通貨 ・信用法」の採択にこぎつけた。7こ れは
構造調整政策の一環 として政府か ら中央銀行を独立させ、制限付ではあるが国外か らの投資の自由化を
図る措置であった。IMF・ 世銀は、シヤ ド・リ政権が提出 した一連の経済構造改革案を高 く評価 し、1991
年6月3口 の理事会で これを承認 し、同国に対する経済援助に乗 り出した。8シ ャ ドリ政権崩壊直前の
1991年H月30日の国民議会では 「炭化水素に関する法」が採択 された。同法によれば、地下天然資源
採掘権の49%を外国企業に譲渡=販 売す ることが認められている。9・また1991年12月31口に成立 した
92年度 予算では、IMF・ 世銀 との協定に基いて従来の生活必需品20品目に対す る政府補助金の撤廃が
具体化 された。
シャ ドリ大統領を辞任に追い込んだカレッド・ネザール(Khaledliezzar)国防相 を中心 とするグループ
は、シャ ドリ大統領が辞任 した翌 日の92`年1月12日、国家高等委員会を樹立 し、独立直後か らモロッ
コに政治亡命 していたブーディアフを呼び戻 して1月16日 に同委員会議長(暫 定大統領)に 指名 した。
この時点でアルジェリア政府は、IMF・ 世銀 と約束 した構造調整政策 を履行する厳正な任務を担 って
いたのである。
ブーディアフ議長 は、1992年2月10目、「われわれは旧政権か ら窃盗、密輸、腐敗、閥族主義等憂慮
すべき遺産を継承 している」 と述べ、旧政権FLNを 激 しく批判 し、危機打開に関す る以下の政策 を発
表 した。10
一 現在、200万戸以上の住宅建設が中断 されてお り、深刻な事態に直面 している。国家高等委員会は住
宅問題を一掃 し、緊急に解決す る。
-100万 人以上の失業者 に加えて、毎年20万人以上の求職者が労働市場に出現 している。国家高等委
員会は雇用問題の解決に全力を結集 し、雇用創 出を図る。
7Loino.90-10.duavril1990relative白1amonnaieetaucredit,JournalofficielledelaRepublique
AlgOrienne,no.16,pp.450-473.同法 の 分 析 は,前 掲 論 文 参 照 。
8MaghrebSelection,no.650.1991-juin-5.
9シ ャ ド リ政 権 は
,石 油 ・天 然 ガ ス 鉱 床 採 掘 権 の 販 売 に よ り,92年 度 に は60-80億 ドル の 臨 時 収 入 を 見 込 ん で い た 。
92年5月17日 の 政 府 発 表 に よ れ ば,5月IO日,ア メ リカ の ア トラ ン テ ィ ッ ク ・ラ シ フ ィ ー ル ド社 が サ ハ ラ 石 油 鉱 床





一 緊縮財政を実現 し、国家財政を再建する。またアルジェ リアに対する対外信用 を緊急に回復す る。
一 モスク(イ スラーム寺院)を 非政治化 し、市民の平和な生活を回復する。
一 国民的コンセンサスの確立。
ブー デ ィアフ議長 は、経 済的 に何 ら裏付 けのな い政 策 を公表 したが、 軍に迎 え られて祖国 アル ジェ リ
アの土 を踏 んでか ら6ヵ 月後 の92年6月29H、 ア ンナバ の市 民会館で講演 中、国家 元首警備隊 に射 撃
されて死 亡 した。 この間 の92年2月22日 には、ブー メデ ィエ ン時代にエネル ギー政策の最高 責任者 で
あった ゴザ リを首班 とす る 内閣を組 閣 し、 アル ジェ リア経 済の再生 作業 を一任 した。 また解 散 した国 民
議 会の代替機関 と して 国民諮問委員 会(CCN--ConseilConsultatifNational)を設立 し、議長 に レダ ・
マ レク(RedhMalek)を任 命 した。 レダ'マ レク は、 テヘ ランにお けるアメ リカ人 人質事 件が発生 した
際には駐 米大使 として活 躍 した外 交官 であ り、93年2月3日 に行 われた内閣の 部分 改造の際 には外相 に
任命 され た。 なお国民諮 問委員 会(CCN)の メンバーは各界か ら60名が指名 され た。
ゴザ リ首 相は就 任 に際 して アル ジェ リア経 済の再建 を誓 ったが 、最 初 に着手 しな けれ ば な らなか った
仕事 は、経済 再建では な く、91年10月 一93年3A31Bの 期間 に返済 を迫 られてい るク レデ ィ ・リョネ
を幹事銀行 とす る240銀行 に より構 成 され ている コン ソv-一シーアム と、14億S,7eo万ドルの再融資=リ フ
ァイ ナ ンス交渉 を行 うこ とで あった。ア ルジ ェ リア政府 は リスケ とい う用語 を使 わず リフ ァイナ ン ス と
うい言葉 を用 いて いるが 、事実上 リス ケを意 味す る。Hリ ファイ ナ ンス交渉 は辛 うじて成 功 したが 、今
度 は生活 必需品20品 目に対す る政府補助 金支 出の撤廃 を具 体化 しなければな らなか った。 これは ゴザ リ
首相 が打 ち出 した経済 再生政策 ではな く、先 に述べ た よ うにシャ ドリ時代の1991年6刀、アル ジェ リア
政府 とIMFの 間 で締結 され た構 造調整政策 に基い た政策 であ った。
ちなみ に1991年度 の政府補助金 支出は526億デ4ナ ール(DA)、約23億 ドル に達 してい る。 これ は同
年の炭化 水素輸 出収 益約i30億 ドル の約1/5に 匹敵 し、 同国経 済に とって大 きな経済 的負担 となってい
た。 だ が補 助金支 出が あ ったか らこそ 貧困層の経 済生活 は辛 うじて維 持 され ていた。 このた め ゴザ リ首
相 はIMFか ら生活必需 品20品 目に対す る補助金 支出の一一括廃止 ではな く、4品 目(パ ン、小麦粉、 ス
ムル 、食 用油脂)に 対 す る補助 金支 出は例外 的措 置 とす る了解 を と りつ けなけれ ばな らなか った。IM
Fは4品 目例外措 置を認 めたが、4品 目以外 の生活必需 品の価格は30-50%高騰 し、貧 しい人 々の生 活
を直撃 したe補 助金支 出撤廃 を契機 と して ゴザ リ内閣 に対 す る批判 が昂 まるな か、同政権 は総人r]2,800
万人 のう ち1,470万人の貧 困者層(平 均7-8人 家族 で1人 当 りの年間収 入が7,000DA(約3万5,000
円以 †の者)に 対す る生活 補助金支 出 と して280億(約13億 ドル)を計上 した。'12こう したなかで1992
年6月8'日 、 ゴザ リ首相 は、 「アル ジェ リア を襲撃 してい る経済危機 を乗 り切 るた めには 、今や 部分的 な
リス ケ宣 言 を回避す るこ とはで きない。デ ッ ト・サー ビ入 ・レイ シオは75%に まで達 した。少 なく とも







フ議長 暗殺1週 間後の7月8日 、総辞職 して しまった。13
(3)ブ ー デ ィア フ暗 殺 と ア ブ デ サ ラー ム 内 閣(1992年7月9日 一1993年8月20日)
ブーデ ィア フ議 長暗殺事件 は、軍 内部の抗争 の帰結で ある と即断す る ことはで きない。ブ ーデ ィアフ
議長暗殺 の真相 に関す る報 告書 は、92年7月25日 に公 表 され 、ブーマ ラフ少佐(L㎜barekBoumaarafi)
を筆頭 に大統 領警備隊 責任者10名 が逮捕 され た。だが翌1993年3月 にはブーマ ラフ少佐 を残 して ブ一一
デ ィア フ議 長暗殺の容 疑で拘留 され ていた容 疑者全員が釈放 され、その真相 は2002年現在 まで不問に付
され たままにな ってい る。 ま た92年4月 、シ ャ ドリ時代の国防省 事務総長ベル シーフ大佐(M。ustepba
Beloucif)と同大佐 の盟友ハ ブ リ大佐が ブ リダ の軍事法廷に1,070DA(1,800万フラン=・4億5,000万円)
の公金横 領罪 で喚 問 され 、93年3月15日 には懲役15年 の禁 固刑の判決が下 され た。14な お 両大佐 は
1999年10月30日に釈放 され 、 当 日まで 自宅拘禁 され ていたシャ ドリ元大統領 とともに ヨー ロッパへ 亡
命 した。 ・ ・,
と もあれ ブーデ ィア フ議 長が、暫 定大 統領就任 後6ヵ 月 に して暗殺 されたた め、軍は急遽、 国家 高等
委員 会(HCE)の メンバ ーで あったア リ ・カ フ ィー大佐 を議長 に任命 し、国 民諮問委員会(CCN)・
議長 の レダ ・マ レク(当 時73歳)をHC・Eの メンバー として補 充 し、ゴザ リ内閣が総辞職 した翌 日の92
年7月8日 にはアブデサ ラーム(BelaidAbdesslam:当時64歳)を 首相 に任命 した。アブデサ ラー ムは、
フ ランスの グル ノー ブル大学 医学 部 を卒 業 し、独 立戦争 最 中に は、モ ロッコの ウジダに開設 されたFL
Nの 学校 で教鞭 を とった。1958年、チ ュニスで樹立 されたアル ジェ リア共和国臨時政府 を率い るベ ン ・
ヘ ッダ首相 の政治顧 問 を勤 め、当時既に独 立後の石 油政策 に注 目 していた。 ベ ン ・ベ ラ時代(1962年9
月25日 一1965年6.月15日)には、フ ランス との間 でアル ジェ リアの独 立を取 り決 めたエ ビア ン協定(1962
年3月18口)に よって独立 アル ジェ リアの地下天然 資源 が1日宗主国 フランス に掌握 されて いる状況 下に
おい て、地 下天然資源 の国有化 を主張 した。 ベ ン ・ベ ラ政権下で 工業 ・エネル ギー省 エネル ギー局 長で
あ った ゴザ リと協力 して1963年i2月31口 、SONATRACH(炭化水素輸送 ・販売国営会社)を 創 設 して総
裁 に就 任 した。1965年6月 、 クー デター によってブー メデ ィエ ン大佐が政 権の座 に就 くと、SOI,ATRACH
総裁 のポス トを ゴザ リに譲 り、1977年4月まで工業 ・エネル ギー相 としてブーメデ ィエン政権が推 し進
めた重化学 工業化 政策の 実質的な政策 を立案 、推 進 した。 この間の1973・一一74年にはアラブ石油輸出機構
(OAPEC)の 事務総 長 として活躍 し、OPECの 石 油戦略発動 に当た り大 きな影響力 を行使 した,
1977年4月、二[業・エネル ギー省 が三省 に分割 された際 、エ ネル ギー ・石 油化学 相を ゴザ リに譲 り1978
年12月 、ブー メデ ィエ ン大統領 が死去す るまで軽 工業相 の地位 にあった。15だがシャ ドリ政権下 におい
て 、重化学 工業化 政策挫折 の責任 を問われ ゴザ リとともに失脚 し、政界か ら引退 していた。 この 間 ゴ
ザ リはシ ャ ドリ大統領 と和解 し、駐ベル ギー大使 に就任 し、1989年2月には外相 に就任 したが、 アブデ
サ ラー ムは同 大統領 との和解 を頑 なに拒否 した。 とい うの は、アブデサ ラ∵ ムに とρて、 シャ、ドリ大統
ス ィニ 　 エ
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領 こそがアルジェリアの経済危機を招来 させ しめた最大の犯罪者 であったか らである。すなわちアブデ
サ ラーム首相によれば、開発政策挫折の最大の原因は、シャ ドリ大統領が選択 した国営企業の再編 ・分
割であ り、 しかも中途半端な民営化措置に他ならなかった。'・"'"・'"
この点 に関 してアブデサラーム首相が、首相就任直後の92年9月20日 に発表 した 「政府綱領」
(Progra㎜edeTravailduGouvernernent)は、以下のようにシャ ドリ時代の経済改革を激 しく非難 し、
r現在、わが国の経済は根底か ら揺 さぶ られてお り、組織は解体 され、業績は著 しく低下 している。経
済発展の成果は不平等に配分 され、経済管理システムは浪費 と腐敗を生み出す ものとなっている」16と述
べ、その政策的要因に関 して以下のよ うに指摘 している。
「構築の途上にあった産業機構は、1980年代に凍結され、今では破壊 されて しまった。経済統合化プロ
セスが中断 されたため、わが国の産業機構は全面的に輸入投入財(原 料、エネルギー、労働力等生産に
投入 され る総ての要素)に 依存す るに至っている。また国内生産は、数量、贔 目、品質の点において不




と約束 した経済構造調整政策の実施 を拒否 した。確かに、シャ ドリ時代 に二度にわたって試み られた国
営企業の改革は何 ら成果を生み出さず、アルジェリ'ア経済は麻痺状態に陥った。加えてイスラ ミス トの
反乱は全土を席捲 し同国の社会:経 済統治機構 は混乱の極みに置かれていた。かかる状況下で、1992年
10月には、6公 団が破産宣言を行い、350公団が約180億ドルの債務を抱えて深刻な経営危機に陥って
いた。18同首相 は、破綻経営に陥っている公団に対 して財 政援助 を行い、公団の経営を健全化 しようと
したが、'政府の財源は底をつき何 ら有効な方策を打ち出す ことができなかった。19
1MFは 、アル ジェ リア政府に対 して対外累積債務返済の繰 り延べを条件に構造調整の受入を再三要
求 したが、アブデサラーム首相は、構造調整政策を激 しく非難 した。伺首相は93年6月24目 、1MF
を非難 して以下のように述べている。 ・
「わが国は、IMFが 要求 してい る通貨の引下げと、国営企業従業員70万人の解雇 を行 うことは出来な
い。 ……… 構造調整 を受入れれば、わが国の経済は破滅する。アル ジェリアの利益に遮 った形態での
解決策 を実現すべ くIMFと 交渉することは可能だと考 える」20
確かに同首相 の発言を引用するまでもな く、 これ以上の通貨の引下げを実行 し、公団従業員 を解雇す
れば社会問題が さらに肥大化す ることは必至である。また外資導入の自由化 と民営化によって倒壊寸前
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難で あ る。 それ ど ころか 、 同国の 国内市 場 は先 進 工業 国の 資本 と製 品に侵食 され て壊滅す るこ とは明 ら
か であ る。 とは い え経済 政策 の展 望 は皆 無 であ り、ま してや 国際金融機 関 との断絶は、 一時的 にせ よ同
国経 済 の事実上 の壊滅 を意味 した。..・
同首相 に よるIMF批 判 が行 なわれ たの は、IMF代 表 団 がアル ジェを訪 れ、構造 調整政策の受入 を
迫 って い る最 中で あ り、国 家 高等委 員会(HCE)LはIMFと の関係悪化 を懸念 して、93年8月21日、
同首相 を解任 し、 レダ ・マ レクを首相 に任命 した。
'首相 に任命 され た レダ ・マ レクは
、93年9月4目 に組 閣 を終 えた。 レダ ・マ レク首相は 、先 に述 べた
よ うにア メ リカ政府 に とって の 「恩 人 」で もあ る。マ レク新 内閣 には、シャ ドリ時代末期 の1989年11月、
同国政府 がIMFと の 間で 秘密裏 に構造 調整 政策 の受入 に合意 した際、政府 代表 と して駐 米 し、 正MF
と交渉 してい たて ムラ ッシュ ・ベ ナ シュヌー(MourachBenachenhou)が経済相 に任命 され てお り、マ レ
ク内 閣の成 立 を契機 と して アル ジェ リア は、一 時中断 してい た構 造調整政 策 を推 し進 めてい くこ ととな
った6
2市 場経済
(1)構 造調 整 政策
首相に任命 され たレダ ・マレクは、本格的に構造調整政策に着手 し、1993年9月には制限付きではあ
るが外資の導入を目指 して投資法を策定 した。たが、首相就任8ヵ 月後の1994年4月11fiには総辞職
し、後任にはシフィー(MokdadSifi)が新首相に任命 された。
レダ ・マレクが総辞職 したのは、大統領府の代替機関 として設立 された高等公安評議会が、1994年1
月30fi、ゼルーアル(LamineZeroual)将軍を大統領に指名 して国家高等委員会 を解散 し、同大統領は
シフィーを新首相に任命 したからである。
目まぐるしく交代す る首相人事は、同国が置かれている政治的 ・経済的危機そのものを映し出す鏡で
もあった。 とい うのは先に触れたようにアブデサラームはIMFが 推奨する構造調整政策を批判 したた
めに、また構 造調整政策に代わる危機打開策を打ち出す ことが出来ないまま辞任に追い込まれた。1994
年のアルジェ リアの対外累積債務総額は260億 ドル、デ ット・サー ビス(対 外債務に対する利子、元本
返済額)は 、輸 出総額の82%に達 していた。
確かにアルジェ リア政府は1991年以降、数回にわたって リスケ交渉に成功 してきたが、デット・サー
ビスが再膨張 したため、 レダ ・マレク首相 は再度IMFの 仲介を求め、パ リクラブ、ロン ドンクラブと












上記4点 を骨子 とす るIMF・ アル ジェ リア政府 間の政策 協議 を経 て、双方間 で第一次 協定(1994年
4月 一95年5月)、 第二 次協定(1995年5月 一98年SA)が 締結 され た。 またパ リク ラブ、 ロン ドンク
ラブ も、 アル ジ ェ リアがIMFと の政策 協議iを履 行す る こ とを条 件 と して債務の リスケ に応 じた。1994
年5月 、パ リ ・ク ラブ は53億 ドル、95年7月 、70億 ドル の リス ケを承認 す るに 至った。同 リスケ に よ
り、1995-97年に返済期 限の迫 った元 本、利息合 計53億 ドル を15年 間に わたって繰 り延べ返済す る こ
とが可能 とな った。1996年6月、 ロン ドン ・ク ラブ が32億 ドルの民 間商業 借款の リスケに合意 した。 こ
のた め同国のデ ッ ト`サ ー ビス ・レイ シオは、1995年に38』%、1997年に29.4%へと減少 した。 しか
し1998年か ら99年 第1・ 四半期 に炭化水素価 格 が低迷 したため経 済は再び低迷 し、IMFか ら3億 ド
ル(2億2,359億SDR)の融 資(CCFF)を 受 けた。 この よ うにアル ジェ リア政府 は、IMFの 構 造調
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(2)民 営 化 政 策
大 統領に任命 され たゼルー アル将 軍は 、レダ ・マ レク首相 の後任 にシ フィー(Mokdad-Sifi)を任 命 し、
構 造調整 の実行 を命 じたr同 大統領 は、 大統 領 と しての合法性 を確 立す るた め、1995年11月16目に大
統領 選挙 を行 い 、国民 の圧 倒的 信任 を得た直 後の同年12月31日 、ウヤ ビア(AhmeClOuyahia:当時43歳)
大 統領府総務 長官 を新 首相 に任命 レた。 ウヤ ピア首相 は、1997年12.月までの2年 間続投 したが、-1998
年9月ll口 にゼルT7 .ル大 統領が 任期 を1年 残 して突如辞意 を表 明 した ため同年12月 総 辞職 し、後任
にはFLN書 記長ハ ムダ ニ(SmailHamdani)が首相 に指名 された。1>
.ムダニは、ELNと フ ランスの問 で
独 立協定(エ ビア ン協定)が 調 印 され た1962年3月18日 か らアル ジェ リアが独 立 した同年7月5日 ま
220marAkalay
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で臨時政 府閣議 議長 を務 めたFLNの 古 参であ った。 ハムダニ首相は ブーテ フ リカが大統領 に選 出 され
てか ら1999年12月まで1年 間、 首相 の地位に留ま ったが、1999年12月23日、総 辞職 した。同 日プ■一・一
テ フ リカ 大統 領は、FLN書 記長のベ ン ビ トゥール(A.Benditour)上院議員を首班 とす る新閣僚(28閣
僚、内新 閣僚14名)を 発 表 した。23同 内閣には"ブ ーテ フ リカ ・ボーイ"と いわれていたハ ミッ ド ・
トゥマー ル(HamidTe㎜ar)が民営化 相 として入閣 した他 、ブー メデ ィエ ン時代権力 の中枢 にいたゼル
フ一 二(Y.Zerhouni)が自治 ・内務相 に、財 政相 には故 ブー メディエ ン大統 領の経 済顧問 であ った経済
学者 ベナ シュヌー(A.Benachenhou)が就任 した。
しか しベ ン ビ トゥール 首相は、首相就任 後わず か8ヵ 月後 の2000年8月26日に辞任 したため、同 日、
ブーテ フ リカ大統領はFLN書 記長ベ ンブ リス(AliBenflis:当時55歳)を 首相 に指名 した。 ベ ンブ
リスは、1968年10月にブ リダ県の裁判所判 事に就 任、次い でバ トナ裁判所の判事(i970-197r年)、
1972年には判 事を辞任 して弁護士事務所 を開設 した。1987年にはアルジェ リア人権 同盟 を設立、シ ャ ド
リ時代の199i年に は法相 に就 任 した。1992年3月、ブー デ ィアフ議 長に より法相 の続 投を要請 され たも
のの辞任 して弁護士活 動を再開 した;1997年にはFLN中 央 委員に選出 され ベンハムダ書 記長の右 腕 と
して活躍 した。1999年4月の大統領選 ではブーテフ リカ候補の選挙総参謀を務めて勝 利 した。1999年12
月25日 には大 統領府 総務長官 に任命 され 、ブーテ フ リカ大統領O'右腕 と命名 され ていた。 この よ うに し'
てベ ンブ リスは 首相に任命 され、2001年9月20日に開催 されたFLN中 央委員会総 会ではFLN書 記長
に選出 され た。24
2000年8月26日 に首相 に就任 したベ ンブ リスは、2002年5Aに行 われ た国民議 会選挙後 も続 投 して
お り、同 首相 は1992年以降 、最 長の内閣 となっている。 ベンプ リス内閣が成 立す るまでの期間、 目ま ぐ
る しい までの 首相 交代劇 が演 じられ たた め、古屋 一貫性 のあ る経 済再建政策 を追及 す ることは困難 な状
況 に陥 っていた。
こ うしたなかで1995年以降 、同国 が取 り組 んだ構造調整 は、国営企業で雇 用 されこ(いた労働者 の整 理 ・
解雇 と、国営企 業の民営化 をlli心と して進 め られ た。構造調整政策 によ り失業者数 は さらに増大 し、2002
年現在 の失業 率は30%を 凌駕 して いる。 なかで も若年層 の失業率は 高 く、20-30歳の年齢膚 の失 業率は
50-60%に達 してい る。
民営 化 に関 しては1995年に成立 した民営化 法 によ り、表1に 示 され るよ うに国営企業 をllの カテ ゴ
リー に区分 し、当面国営企 業180社を民営化(売 却)す ることが決定 された。1995--2001年の期間、815
社あ った国営 企業の うち壊滅 的な経 営危機 に陥 っていた326の 中小規模 の公団 が解 体 され 、国営企業の
雇用 人員はi997年段 階の約33万 人 か ら、2001年12月には約20万 人に縮 小 された。
23ベ ン ハ ム ダ は
,2001年9月20日 のFLN中 央 委 員 会 総 会 で 辞 任 し,ベ ン ・ブ リス 首 相 が 書 記 長 に 選 出 され た 。











基礎的食品加工 1317 38,000 14
サー ビス 748 48,247 37
建 物 ・建 設 657 一
"`
70
大規模建設 540 一 22
化学 ・製薬 480 25,567 一
鉄鋼 ・金属 418 一 2
農業関連産業 407 一 9
機械 300 36,000 18
製造業 297 43,359 一
電 気 ・通 信 270、 21,000 8
鉱物 65 11,000 一
合 計 5,499 223,178 ユ80
(出所)Conseilnationaldeprivatisation
表1に 示 され る民 営化 リス トが発表 され た ものの 、内乱状態 に置かれ てい る状況 下で経営危機 に陥 っ
て い る国営企 業 を購入す る国内外 の資本 は皆無 に近い状態 に とどまってい る。
,.ブー テ フ リカ体制 の もと、2001年1月、 トゥマール(M.Te㎜ar)改革調整担 当相(ministrechargede
lacoodinationdesreformes)は、 国 家 参 加 国 民 諮 問 会 議(CNPE-ConseilNationaldes
Participationsdel'Etat)において主 要な国営企業101社 の うち79公 団を早急 に民営化す るこ とを提
案 し、同提 案 に基づ き民営 化国民諮問会議(CNP-ConseilNationaldesPrivatisations)は79の公
団の民営化 リス トを公表 した。25しか し公 表 され た民営化 リス トは大 まかなガイ ドラインで あ り、何 ら
具体的 な実効性 をも っていない。 また表2に 示 され る よ うに1995年以降 の製造 業部門の成長率 は停滞的





部 門 1995 1996 1997 1998 1999
炭化水素 4.4 6.3 6.0 4.0 6.2
農業 15.0 21.3 一13 .5 11.4 2.7
製造業 一1 .4 一8 .7 一3 .8 8.4 2.8
建設 ・公共事業 2.7 4.5 2.5 2.4 L4
サー ビス 3.3 2.4 2.4 5.4 3.1
GDP 3.9 3.8 L1 5.1 3.4
(出 所)BankofAlgeria、November2000.P.19.
表2に よりここで部門別経済成 長率を検討 してみれば,成 長のエンジンは依然 として炭化水素部門で
あり、製造業部門は大きな役割 を演 じていないことがわかる。製造業部門の成長率が1997年のマイナス
3.8から翌98年にはプラス8.4に好転 しているのは、98年度に国営企業で大規模 なリス トラが行われた
こと、そ して2億2,000万ドル の直接投資が行われたことに起因する。直接投資総額の うち1億6,100
万 ドルは民間医薬製造部門に対 して行われ、残 りは食料 ・食品加工部門、建設部門に対 して行われてい
る。なお農業部門の成長率は、降雨に恵 まれた1995年、1996年、1998年には15%、21.3%、11.40/。と
高い成長率を記録 しているが、早魅に見舞われた1997年にはマイナス13.5%に下落 してお り、天候依存
型農業はアルジェリア経済に とって深刻 な問題を投げかけている。とい うのは、同国の食糧 自給率は10%
にも満 たず、1999年度の食糧輸入額 は244億ドル{総 輸入額の28%)、2000年度には236億ドル(総 輸








は農業、卸 ・小売、サービス、建設、運 輸 ・通信建設部門で民間部門の比重が高いことがわかる。外国
民間資本が高い比重を占めているのは、食 品 ・食品加工部門、繊維部門、医薬品製造部門 となっている。
農業部門で民間が 占める割合が高いのは,構 造調整政策 によるものではなく,シ ャ ドリ政権下で国有農
地の民営化が決定 された ことによるものである。具体的には1988年5月19日の閣議決定により1963年
と1971年の農業革命開始時以降,国 有化 された土地は功績のある現役軍人および退役軍人に報償 として










製造業(炭 化水素を除 く) 16.5 33.6
建設(炭 化水素を除 く) 60.7 68.0
運輸 ・通信 53.9 72.8
卸 ・小売 84.2 97.0




し、製造業部門の競争力を強化す ることを目的として、70億ドルの資金を財政投融資 として編成 し、3
ヵ年計画(2001-2004年)を実行に移 した。この計画は労働集約的な産業部門 健 設、巨大な公共事業、
水資源開発、農業部門)を 育成 し、国外か ら資金 を動員す ることに重点が置かれてい る。3ヵ 年計画の
策 定が 可能 となったの は、2000-2001年の期 間、国際市場 において原 油価格 が上昇 したか らで ある。 ち
なみに アル ジェ リアの炭化 水素輸 出収益 は図、2に示 され るよ うに2000年には217億 ドル 、2001年には
















(3)マ ク ロ経 済 の安定
アルジェリア経済に関するEUリ ボ"一ー・トも指摘 しているように、構造調整政策 を遂行す ることにより
アルジェリアのマクロ経済は安定 した。インフ レ率は、1995年の28,6%から2000年には0.3%に落ち着
いた。国内総生産に対する政府財政赤字は、1993年には8.9%であったが、2000年にはマイナス9.9%
に好転 した。貿易黒字 も、1996年の41億ドルか ら2000年には123億ドルに増え、2000年度の外貨準備
は、12.2.ヵ月分の輸入総額に匹敵するまでに増大した。 リスケ交渉が首尾 よく進捗 したためデ ッ ト・サ
ービス も1998年の44.80/・か ら2000年には20.9%にまで減少 した。27
こうしたマクロ経済の安定化は、EUリ ポー トが指摘 しているように構造調整政策の帰結でもあるが、
多分に炭化水素の上昇に起因す るところが大きい。事実、外部環境が改善されたにもかかわ らず、炭化





外に外貨 を稼 ぐ手段 はなく、輸出収益を増大 させ るどころか、輸入品価格を大幅 に引上げ、.国民生活を
脅かすものとな っている。
アルジェ リア経済を蘇生 させ る方策 として、IMF同 様、EUも 更なる民営化(炭 化水素部門、運輸
部門、通信部門、金融部門)を 求めてい るが、シカウイ教授は、同国が取 り組んだ構造調整プログラム
は、経済を蘇生 させるどころか巨大な社会的混乱を招 くもの となったとして以下のように指摘 している。
「ここ10年間にわたりアルジェリアが取 り組んでいる市場経済・社会を構築す るための巨大な改革は、
もはや引き返すこ とのできない性格 を持 ってお り、改革自体誰も疑義をさしはさむ余地のないものであ
る。
だがアルジェリア経済は、1998年の構造調整プログラム終 了以降、壊滅的な状態に陥 った。アルジェ
リアが実行 した構造調整プ ログラムはマクロ経済の均衡のみを実現 しようとす るものであり、持続的な
経済成長 を実現するための 目標および手段 をどのように して選定するか とい う問題は一切論議されなか
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である。 また インフ レ率 は約5%に 低 下 した もの の、失業率 は30,3%に達 してい る。 ここに挙 げた数字
か ら判断 して 、今 後アル ジェ リア経済 が約400万 人 の失 業者を吸収 す るた めに必 要 と され てい る年 平均
6-・8%の成 長 を実 現す る可能 性 を秘 めてい る とはいい難 いj29、
アル ジェ リア政 府は 、炭化水 素のみ に依存 した経 済か らの脱却 を図 るため、国営企 業の民 営化 と市場
経 済 の導入 、そ して国外 か らの直接 投 資の呼 び込みに命運 をかけてい る。 だが国外 か らの直 接投資 は、
専 ら炭化 水素 部門 にのみ集 中 し、それ以外 には殆 ど行 なわれ ていない。 ちなみ に2000年度 の 同国への直
接 投資 は、4億2,000万ドル(1999年は4億6,000万 ドル)に しか過 ぎず、 しか もそ の大半 が炭化 水素
部門 に対 して行なわれ てい る。30
ブー テフ リカ大統領 は、国外 か らの投資 を推進す るため、2001年5月30日、内閣の 部分的改 造を行 い、
ハ ミ ッ ド ・トゥマ ール(Hamid.Te㎜ar)民営化相 を通商相 に降 格 し、ベ ナ シュヌー財 政相 を更迭 した。ベ
ナシ ュヌー の後任 に は通 商相 のム ラ ド ・メデル シ(1ouradMedelci)が財 政相 に、民営化相 にはアル ジ
ェ リア再 生党 の創 立者 であ り、証券会社 社長の ヌ レディン.・ブクル ーフ(NoureddineBoukrouh)が任命
された。 ヌ レデ ィ ン ・プ クルー フが民営化相 に就任 した直後の2001年8Aに は新投資法 が国民議会で採
択 され 、 これ に合 わせ て大統領 令が公布 された。 大統領令は、投 資プ ロセ スを簡素化 す るこ とを 目的 と
し、 民営化省 傘下 に国家 参加 評議会(CPE-ConseildesParticipationsdel'Etat)を新 設 し、CP
Eが 、民 営化 に対 して全面的 な責任 を持 つ こ ととされ た。同大 統領令 に伴 い、 これ まで民営化 に責任 を
持 ってい た国 家参加 国民評議会 、民営化 評議会 、国家持 ち株会 社が解 体 され た。 さらに国家 開発庁(A
NDI-AgenceNationaledeDeveloppementde1'Investissement)が新設 され、 投資 プ ロセ スが簡 素
化 され た。31
こ うしたなか ブーテフ リカ大 統領 は,2001年6月 訪米 し,ブ ッシュ大統領 と会談 し、米 国資本 のアル
ジェ リア への投資 を要請 した。ブ ーテフ リカ 大統領 は、ヒュー ス トンのベ ーカー研究所(BakerInstitute)
で行 った講 演会で 、今後10年 間の経済成 長率は年 率10%を維 持す る ことが確 実視 され てい るこ と、アル
ジェ リア は毎年80-100億ドル の直接 投資 を必要 と している、 と述べた。32
さらに ロバー ト・ズエ リック通商代表 と、両国間 にお ける二重課税 の禁 止 を含 む投 資協定 に調 印 した。
2001年10A現在、米 国企業 に よるアル ジェ リアへの直接投 資総 額は37億 ドル であ るが、 ズエ リック通
商大代 表 は近々80億 ドル にまで増大す る ことを約束 した。しか しアル ジェ リアの投 資法は1990年4月に
成 立 した通貨 ・信用 法 に基 づい て運用 され てお り、 同法 は国内資本(民 間、政府 資本)と 外 資 との間 で
利 益 を均 等 に配分す るこ とを規 定 してお り、外 資 に とっては障壁 とみな されて い る。 現在 アル ジェ リア
政府 は,欧 米 資本 が最大 の関心 を寄せて い る炭化水 素部門の民営化 に関す る法案 を国 民議会で採 択す る







31「 ア ル ジ ェ リ ア に お け る 経 済 改 革 の 現 状 と 展 望 」





見 が展 開 され てい る。
外 資導 入政策 の一環'として外 国金融機 関 の支 店網 開設 が推 奨 され てい る。 ブー テフ リカ大統領 が就任
した1999年後半 か らア ラブ首長 国のArabBankingCorporation,El-RayanBank、米 国のCityBank、
フ ランス のNatexis、Soci6t6Generale、BNPParibasElDjaza、CreditLyonnaiSe、アラブ金 融機関で
あるBCMA、Wafabank、イ タ リアのBancaCarigeが開業 してい る。BNPParibasEIDjazaは、アル ジェ
リアでの 業務 を拡大す るた め今 後3年 間に6支 店 の開設 を申請 し、政府 は2001年6月これ を認 可 してい
る。33・ ・ 一 ・
運輸 部門 では、 かつ てブ ーテ フ リカ大 統領 が政 治亡命 してい たア ラブ 首長国資本が 直接投 資を行 って
お り、99年10月 にはアル ジェ リア の民間 航空 会社 カ リフ ァ航 空(KhalifaA三rway)がマル セイユ ・アル
ジ ェ間 で就航 してい る。カ リフ ァ航空 の2001年度 の売 上高 はi,700億DAに達 してい る。34また2002年
2月2日 か らは リブ航 空(AirLiberte、旧AOM-AirLiberte)がオル リ一一・・オ ラン間 で就航 してい る。
同 日行われ た リブ航空 の就 航記念 式典 には フランスの運輸相 が参加 した。1994年12月26日以降 フラン
ス航空 の就航 は未だ実 現 してお らず 、 フラ ンス政府 はフ ランス航 空の就航 をアル ジゴ リア政府 に強く要
請 してい る。35,
結語 －EUと の協 力協定
先に触れ たよ うにアル ジ ェ リアは、2002年4月22H、EUと の協力協定 に調印 し、2010年には地中
海 自由貿易 圏へ の参加 と、EU加 盟 を果 たそ うと して いる。既 に同国 は構 造調整政策 に着手 し、EUか
ら1978-95年の期間9億4,900万ユー ロの融 資 を受 けてい る。 この内、3億900万 ユー ロはEU委 員会
年 間予 算か ら、6億4,000万ユ ・一口は欧 州投資銀 行(BEI)か らの貸付 け とな ってい る。1996年には
総額1億600万 ユ一-nのプ ログラ ムが開始 されて お り、内9,500万ユ ーー ロは構 造調整 プ ログラムに充て
られ る こ とにな ってい る。 またEUは 、2000年に総額3,000万ユー ロのプ ログラム を編成 し、以下3部
門 のプ ログラム に充 当 してい る。'
① 経 済改革支援。これ は1996年に着手 され た構 造調整 政策 を支援す るための予算で あ り、貿易部
門、 中小の公 団民営化 、住宅 、社会環境整 備 に充 当され る。
② 民間部門 の発展支援。民間中小企 業の経営改 革、企業 の合理化支 援、金融部門 の近代化 と郵便 ・
通信部 門の改革 支援 。
③ 行 政改革、社会 ・経済環 境の整 備。公害 防止、欧州 投資銀行 への支払い利子の補給 、 ジャーナ
リス トお よびマ スメデ ィアの活 動支援 、警察制度 の近代化。






た予算 は、3,190万ユー ロ(19.5%)でしかない。 こ うしたなかEUは 、2002-2004年の3年 間、総額
1億5,500万ユー ロの対アル ジェ リア支援 プ ログラム(Budgetindicatifpourlaperiode2002-2004)
を編 成 して構 造調整政策 の全 面的 な遂行 を支援す る ことを決定 してい る。362002年7月19日には、ブ
リュ ッセル でEU地 中海委員 会が開催 され 、2002年度 の対 アル ジ ェリア予算、3,800万 ユー ロが承認
された。37・'"- L
構 造調 整政策 の最終 目標 は、WTOへ の早期加 盟 と2010年をター ゲ ッ トとす るアル ジェ リアの地 中海
自由貿易圏 への参加 であ る。EUと の 交渉でで は、関税 障壁 の撤廃、在欧移 民を めぐる交渉 が困難 をき
わめた。2001年10月にブ リュ ッセル を訪問 したブー テフ リカ大統領は、同年U月 までにEUと の 協力
協定 に調 印す るこ とを ロマ ノ ・プル デ ィ(R.Prodi)EU委員会議長に約束 したた め、 アル ジ ェ リア経営
者団体 か ら猛反撃 を受 けた。38このた め協定調印は2002年4月まで遅延 した。 しか し貿易障壁 の撤廃 作
業 は、構 造 調整 政策 の 一環 と して進 めれれ てお り、関税 率の引 下げがEUと の交渉 の焦点 とな った が、
政府 に よる対外貿 易規 制 と対外 支払 い規制 のほ とん どが1994-97年の期間 に撤廃 され た。
1994年には、政府 に よる外 貨割 当て制度 が廃 止 され、輸 入の 自由化 は1995年に達成 され た。 また1997
年12月 に は、海 外旅行 を含む貿易外取 引が 自由化 され、同年 、アル ジェ リアはIMF8条 国に移行 した。
39また関税 率は、1996年には60%か ら50%へ、1997年には45%へ引 き下 げ られ た。
だがIMFは アル ジェ リアの 関税率の 問題 点 と して以 下の点 を指摘 しているbそ の1'は、従 価税 の平
均税率 は25.8%と不 当に高い。 このため輸 出品 目の多様 化 を阻害 し、消費者 に不 当な損害 を与えてい る
こ と。'その2は 、 関税制度 が きわめて複雑 で あ り、効 率的 に国内産業 を保護す る もの とな っていない こ
と。 その3は 、利 益集 団 の圧 力 に よって 、恣 意的 に関税率が変 更 され るた め安定 した通 商関係 を維 持す
るこ とが不可能 な状態 におか れてい るこ と、以上3点 であ る。40
このた めアル ジェ リア政府 はIMFが 指摘 す る関税 システ ムの改革 に取組 んで いる。 その 目的は、以
下3点 におかれ てい る。 その1は 、通関 システ ムを簡素化 し、 関税 付加 プ ロセスに透明性 を持 たせ るこ
と。 その2は 、保護 関税 を可能 な限 り撤廃す るこ と。 その3は 、国外 か らの直接 投資を増大 させ るた め
に も関税、通 関シ ステ ムを信 頼性が高 く、安定的な ものにす ることであ る。41
1MFは 現行 の最高関税率45%を2001年6月400/oに、2002年1月までに30%引 下げ ること、 さらに
暫定的追加税(TDA)の 名 の もとに付加 されてい る輸入税60%が 適応 され てお り、 これ を撤廃す るよ
うアル ジェ リア政府 に求めてい る。これ に対 して政府 は,現 行 の暫定的追加税率 を2002年には48%に減
ら し、2006年には撤廃す るこ とに して いる。 また輸入 され る全 品 目に課 されていた現行 の特別 追加税 も
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アルジェリアの関税 システムの複雑 さ、非効率性、非透明性についてはEU委 員会 も改善を求めてお
り、IMFも スタッフを派遣 して現場指導を行なっているが改善は遅々として進んでいない。43
別稿で も触れた ように、EU、IMFの 推奨する市場経済 と自由貿易 システムの導入がアルジェ リア
経済の蘇生を約束する唯一の方策ではない。 しか し輸入代替工業化 を推進す るために採 られた余 りにも
手厚い関税システムはアルジェ リア経済の自立化 どころか、同国経済を崩壊へと導いた。通関事務所は、
通関マフィアと呼ばれる闇集団の巨大な利益の源泉 となっているといわれている。ブーテフリカ大統領
は、汚職、腐敗と戦 うことを宣言 しているが 日暮れて道遠 し、の観がある。本稿では触れることが出来
なかったが、2001年4月に始まったカビリ一一の反乱は未だに沈静化 していない。また昨年に引きつづき
本年 も深刻な水不足に陥 り、アルジェをは じめ主要都 市では水不足に起因す る病気が発生 している。E
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